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■ STPS第 4次労働白書公表 

2022 年 9 月 1 日、労働社会保障省（Secretaría del Trabajo y Previsión Social: STPS）は第 4 次労

働白書（Cuarto Informe de Labores ２０２１－２０２２）を公表しました。本白書は、2021 年度の STPS の

活動を報告するもので、昨年 4 月の連邦労働法（Ley Federal del Traabajo）改正における労働者派遣の全面

的禁止と労働者派遣を伴う専門サービス・業務提供事業者の登録制度である REPSE（Ｒｅｇｉｓｔｒｏ  de 

Prestadoras Servicios Especializados u Obras Especializadas）の導入に関する評価などが行われ

ていますので、その内容の一部を紹介します。 

①労働者派遣 

社会保険庁（Instituto Mexicano del Seguro Social: IMSS）の統計によると、労働者派遣の使用者から

派遣先の使用者への直接雇用に切り替えられた労働者数は、290 万人であり、その社会保険費等の算出に用いら

れる算定基準給与額の平均は、日額 469 ペソから 593 ペソへ上昇したとのこと。これは、労働者の年金や住宅

基金（INFONAVIT）への拠出額の上昇につながり、労働者に利益をもたらすと評価されています。 

また、2020 年 11 月時点での無期雇用契約の労働者は IMSS に登録された労働者のうち 83%だったもの

が、2022 年 6 月には 90%に達したとのことです。 

2022 年 6 月時点で、ＲＥＰＳＥに登録された事業者は 116,261 事業者に上り、IMSS に登録されているその

労働者数は、4,695,436 人となりました。 

なお、事業者の登録をもって労働者派遣が認められる「専門サービス・業務」とは、「自身の活動によって取引相

手先に付加価値を与えるものであり、当該活動を行うための許認可や認証、設備、技術、資産、機械、危険度、労働

者の給与水準、経験などから特徴づけられるもの」と定義されており、登録される事業者やその事業活動を検証す

る必要があることから、当該制度の導入以降 1,476 件の立入検査が実施され、141 件の違反事例が確認され、

REPSE 登録が取り消されています。 

また、ＳＴＰＳは、ＲＥＰＳＥ登録事業者やそのサービス利用者、労働者派遣が行われている事業場の法令遵守を確

認する目的で、2021 年 9 月 27 日から 11 月 30 日の間に、連邦管轄の事業場に対して 3,412 件の監査が実

施されました。 

②労働監査 

その他、2021 年 9 月 1 日から 2022 年 6 月 30 日までの間に、労働法規制の違反防止や是正を目的とし

て、29,911 事業所（合計労働者数 4,370,318 人）に対しての 34,067 件の労働監査が実施され、また、

COVID-19 感染防止対策の検証を目的とし 1,721 の事業所に対して監査が実施されました。 

③PROFEDET 

PROFEDET（Procuraduría Federal de la Defensa del Trabajo）は STPS の外局であり、すべての

労働者が自身の権利を保護することができるよう、相談や調停、法定代理人サービスを提供する機関です。 

PROFEDET は職場での暴力やハラスメントに関する相談や被害者の権利保護、解雇の際の労働者の権利保護

などに関しサービスを提供しています。2021 年 9 月 1 日から 2022 年 6 月 30 日の間に受付けた事案件数は

196,613 件であり、詳細は次のとおりです。 

相談 174,851 件 

調停 6,869 件 

裁判 14,492 件 

アンパロ* 401 件 

これにより、153,367 人の労働者と 43,246 人の受益者が自身の権利を行使することができ、総額 14 億

5,900 万ペソが還元されました。 
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以上のほか、本白書には、労働社会保障省が掲げる次の 5 つの優先政策に関連する活動がまとめられていま

す。 

１．職業訓練を通じた若者の労働参加 

2．制度改革による労働組合の民主化や真の団体交渉の推進 

3．最低賃金と所得購買力の引き上げ 

4．労働規制遵守を監視することによる、生産性の向上 

5．正規雇用の拡大 

全文は、こちらからご確認いただけます。 

https://www.gob.mx/stps/documentos/cuarto-informe-de-labores-de-la-secretaria-

del-trabajo-y-prevision-social 

* アンパロ：行政、司法、立法の行為によって権利が侵害された場合にその権利を救済するための裁判制度 

■ 2022年 8月の主な法律・規則等の改正・制定情報 

公示日 施行日 法令・規則  

8 月 3 日 8 月 18 日 

Acuerdo por el que se determina la aplicación temporal de visa 

en pasaportes ordinarios a los nacionales de la República 

Federativa del Brasil en la condición de estancia de Visitante 

sin permiso para realizar actividades remuneradas 

改正 

8 月 15 日 8 月 16 日 
Disposiciones de carácter general aplicables a las emisoras de 

valores y a otros participantes del mercado de valores 
改正 

8 月 16 日 8 月 17 日 
Reglamento de Vacaciones y Licencias para el Personal de la 

Armada de México 
改正 

8 月 16 日 8 月 17 日 Resolución Miscelánea Fiscal para 2022 y Anexo 29 改正 

8 月 17 日 8 月 18 日 
Lineamientos Generales para los Procedimientos de 

Democracia Sindical 
制定 

8 月 17 日 8 月 18 日 

Reglas de Operación y Funcionamiento de la Unidad de 

Transparencia y del Comité de Transparencia del Instituto para 

la Protección al Ahorro Bancario 

制定 

8 月 18 日 *1 

Acuerdo por el que se da a conocer la Tasa Aplicable del 

Impuesto General de Importación para las mercancías 

originarias de la República de Chile 

制定 

8 月 19 日 1 月 1 日 
Reglamento Interno del Tribunal Electoral del Poder Judicial de 

la Federación 
改正 

8 月 22 日 *1 
Acuerdo por el que se dan a conocer los Números de 

Identificación Comercial (NICO) y sus tablas de correlación 
制定 

8 月 23 日 8 月 24 日 
Reglamento General de Inspección del Trabajo y Aplicación de 

Sanciones 
改正 

8 月 24 日 9 月 5 日 

Decreto Promulgatorio del Acuerdo entre los Estados Unidos 

Mexicanos y la República Federativa del Brasil sobre 

Cooperación y Asistencia Administrativa Mutua en Asuntos 

Aduaneros, firmado en Puerto Vallarta, Jalisco, México, el 

veintitrés de julio de dos mil dieciocho 

制定 

8 月 24 日 *1 

Acuerdo por el que se da a conocer la Tasa del Impuesto 

General de Importación para las mercancías originarias del 

Estado de Israel 

制定 

8 月 29 日 8 月 30 日 Reglamento del Servicio de Protección Federal 制定 

8 月 29 日 *1 

Acuerdo por el que se da a conocer la Tasa Aplicable del 

Impuesto General de Importación para las mercancías 

originarias de la República de Panamá 

制定 

    
 

https://www.gob.mx/stps/documentos/cuarto-informe-de-labores-de-la-secretaria-del-trabajo-y-prevision-social
https://www.gob.mx/stps/documentos/cuarto-informe-de-labores-de-la-secretaria-del-trabajo-y-prevision-social
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8 月 31 日 9 月 1 日 
Reglas Generales de Comercio Exterior para 2022 y su Anexo 

22 
改正 

8 月 31 日 *1 

Acuerdo por el que se da a conocer la tasa aplicable del 

Impuesto General de Importación para las mercancías 

originarias del Reino Unido de la Gran Bretaña e Irlanda del 

Norte 

制定 

8 月 31 日 *1 

Acuerdo por el que se da a conocer la tasa aplicable del 

Impuesto General de Importación para las mercancías 

originarias de la Comunidad Europea, del Principado de 

Andorra y de la República de San Marino 

制定 

8 月 31 日 *1 

Acuerdo por el que se da a conocer la tasa aplicable del 

Impuesto General de Importación para las mercancías 

originarias del Japón 

制定 

8 月 31 日 *1 

Acuerdo por el que se da a conocer la tasa aplicable del 

Impuesto General de Importación para las mercancías 

originarias de la región conformada por México, Australia, 

Brunéi, Canadá, Chile, Japón, Malasia, Nueva Zelanda, Perú, 

Singapur y Vietnam, que corresponden a Vietnam 

制定 

8 月 31 日 9 月 1 日 
Reglamento de la Procuraduría Federal de la Defensa del 

Trabajo 
制定 

*1 2022 年 6 月 7 日に官報公示された Ley de los Impuestos Generales de Importación y de 

Exportación の施行日と同日 

■ ご案内 

弊事務所では、新規取引に関する契約書の作成やレビュー、社内規定類の見直し、雇用契約に関するご相談、債

権回収に関するご相談、日本語での解説、書類の用意、手続き代行など、幅広く承っております。 

例えば、顧問契約においては、お客様のご事情に沿ったサービス内容を検討し、お見積りをご提案しておりま

す。 

その他、顧問契約などの継続的なお取引のない方でも、案件ごとにご依頼いただけます。 

・法律顧問契約を解約した、顧問先がない 

・法務に関する事案は日本の親会社の法務部が管轄するが、現地でのサポートが欲しい、etc.… 

といった方、個々の案件ごとにお見積りを差し上げております。突発的に生じる、契約書作成やレビュー、就業

規則をはじめとする社内規定類の見直しなど、お気軽にお問合せください。 
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https://www.tny-mexico.com/

